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問題の所在
本稿の目的は，①日本主要港の構造的問題点を，主要港をめぐる外的要因と主要港自体の内部要因
の両面から総合的に整理することと，②この作業を通して日本の主要港の今後の港湾経営のあり方を
検討することである。その際，後述するように，日本の主要港の中で最も問題が顕在化している神戸
港を取り上げてその構造的問題点とそれへの具体的対策を検討・考察することにしたい。
前稿２では，港湾配置の視点から日本の主要港の「国際競争力」低下という現象を神戸港問題に焦
点を当てて整理した。そこでは適切な港湾配置政策の欠如とそれによる過剰な港湾間競争の激化が日
本の主要港，とりわけ神戸港の低迷の原因の一つであることを論じた。しかしそこでは神戸港から見
て外部の環境要因の１つである港湾配置のあり方が神戸港にとって不利な状況になっていることを確
認したに過ぎない。言うまでもなく，神戸港問題は単に外部の環境要因だけで説明がつくものではな
い。常識的に考えても神戸港の内部要因を見なければ問題の全体像は浮かび上がってこない。たとえ
ば外部要因だけを見ると神戸港低迷は海運業界や港運業界の構造変化や荷主の戦略転換あるいは日本
を含めた東アジア諸国の港湾政策のあり方といった要因によってもたらされてきた「構造的」な問題
であるという認識にたどり着く。この認識そのものは間違いではないが，神戸港にとって外部要因が
不利に作用しているということと，不利な状況に対してどのような対応をしているのか，また対応を
する仕組みや組織はどのようなものなのかといった内部要因は別の独立した問題である。また神戸港
にとって外部要因が不利に作用する状況があるからこそ，ますます神戸港内部の外部環境（変化）へ
の対応能力が問われていると言える。実際，外部要因の不利さのみを強調することは，「構造的問題
だから仕方がない」等といった「言い訳」のネタを提供する一因となっている。また現状では「スー
パー中枢港湾」政策が当初期待されたものよりもはるかに矮小化された「看板」作りだけのものに
なっているということを考えるならば，たとえばプサン港や高雄港あるいは上海港等の東アジア主要
港に対する競争優位性を日本の主要港に持たせることとか，日本の主要港の地方港に対する競争力の
飛躍的向上といった結果を直接的にもたらすための，外部要因の政策的変更を期待することは，当面
は非現実的である。したがって外部要因を分析するとともに，それに対応させた形で港湾内部の要因
のあり方を分析する必要がある。
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本稿では日本の主要港の中でも最も港勢が低迷している神戸港の構造的問題点を検討するために次
のような構成をとる。すなわち，最初に神戸港低迷の現状を確認する（第１節）。次に神戸港低迷の
背景を，外部要因（日本の港運市場の構造的変質，日本海運市場の相対的な地位の低下等）と内部要
因（コスト構造の問題とその改善の遅れ，神戸港のコア・コンピタンスの不明確さ，神戸港全体の営
業体制のほころび）にわけて整理する。（第２節）。そして最後に神戸港低迷からの脱却のためのポイ
ントを整理する（第３節）。
１．神戸港低迷の現状
まず最初に神戸港低迷の現状について簡単に再確認した上で，低迷の構図＝悪循環を整理しておこ
う。
  神戸港取扱貨物量の動向
表１にあるように２００３年は日本の主要港全てがコンテナ貨物の取扱量を増やしている。ただし，そ
の中でも神戸港の伸び率は著しく低く，他の主要港との間の相対的な地位を低下させている。また主
要港のコンテナ貨物取扱量の増加は主に中国を中心とした開発途上諸国向け輸出が増えていることが
追い風となっており，外的要因の変化による一過性のものである可能性が高い。
 集荷圏の縮小
神戸港はかつては地元近畿圏の貨物，中・四国，九州，北陸，東海西部といった遠隔地の貨物，韓
国，中国等と欧米の間の国際トランシップ貨物という３つの層の貨物を集荷していた。ところが１９８０
年代に入ってその集荷圏は徐々に縮小し始め，遠隔地のコスト重視型貨物は西日本の各地方港におい
て輸出入されるようになるとともに，他の東アジア諸国と欧米の間で動いていた国際トランシップ貨
物はプサン港や高雄港，シンガポール港等で取り扱われるようになっている（表２）。その結果，図
１にあるように，神戸港が集荷する（あるいはできる）貨物の層は最も外縁にある東アジア域内トラ
表１ ５大港のコンテナ貨物取り扱い量の変化
神戸港 東京港 横浜港 名古屋港 大阪港
TEU 対前年比 TEU 対前年比 TEU 対前年比 TEU 対前年比 TEU 対前年比
１９９７年 １９４４２０８ ９３．８ ２０８９００９ １０４．１ ２３２７９４４ ９９．７ １４９８１３７ １０２．０ １２０４２６３ １０２．３
１９９８年 １９００７３７ ９７．８ ２１６８５４３ １０３．８ ２０５６８５８ ８８．４ １４３１３６５ ９５．５ １１５５９８０ ９６．０
１９９９年 １９９１６８０ １０４．８ ２３９８９７３ １１０．６ ２１２９５７９ １０３．５ １５３６５４２ １０７．３ １２６８２３７ １０９．７
２０００年 ２０３９１６５ １０２．４ ２６３７９７４ １１０．０ ２２６１７７５ １０６．２ １７５７８５０ １１４．４ １４７４２０１ １１６．２
２００１年 １８０２０１２ ８８．４ ２５３５８４１ ９６．１ ２２４５９３９ ９９．３ １７３６０８９ ９８．８ １５０２９９５ １０２．０
２００２年 １７４７９３７ ９７．０ ２７１２３４８ １０７．０ ２３００９８４ １０２．５ １７８９６４４ １０３．１ １４９６９０７ ９９．６
２００３年 １７６５４１２ １０１．０ ３０７４７９４ １１３．４ ２４１１４２４ １０４．８ １９２９８６４ １０７．８ １６０９６３１ １０７．５
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東アジアトランシップ貨物 
地方圏コスト重視型貨物 
地方圏サーヴィス重視型貨物 
近畿圏サーヴィス重視型貨物 
近畿圏コスト重視型貨物 
ンシップ貨物からはじまって，国内遠隔地のコスト重視型貨物および地元近畿東部のコスト重視型貨
物がはがれ落ちてしまっている状態にある。さらに近年では国内遠隔地および地元近畿東部のサービ
ス重視型貨物の中で比較的まとまった量の貨物，とりわけ対中輸出入貨物をも失いつつある。
図１ 神戸港集荷圏の縮小
表２ 神戸港集荷圏の縮小
輸 出 ７９年 ８５年 ８９年 ９３年 ９８年 ０３年
北 海 道 ２６．３ １８．９ ８．１ ６．４ ４．６ １．４
東 北 １．２ １．８ ２．４ ５．０ １．２ １．２
関 東 １．６ １．９ １．６ １．５ １．１ ２．８
北 陸 ５５．８ ５３．０ ４８．０ ３９．７ ３３．７ ２５．０
中 部 ２１．９ １５．７ ９．８ ５．０ ２．６ １．８
近 畿 ７８．８ ７３．０ ７２．４ ６７．４ ５８．６ ５９．２
中 国 ８０．４ ７８．１ ７４．９ ６３．５ ５１．０ ２９．９
四 国 ７９．２ ７８．８ ８１．４ ７９．１ ６６．１ ５１．３
九 州 ８６．３ ５３．５ ４４．３ ２８．９ １８．５ ６．７
沖 縄 １００．０ ３５．８ ２．２ ８．７ ６．０ １．３
輸 入 ７９年 ８５年 ８９年 ９３年 ９８年 ０３年
北 海 道 １．２ ０．３ ０．５ ２．２ ０．６ ０．５
東 北 ７．８ ４．１ １．４ １．６ ０．３ ０．２
関 東 ２．２ ４．２ ３．１ １．５ ０．８ １．２
北 陸 ４８．７ ４１．６ ２２．７ ２１．０ ７．４ ５．６
中 部 ２４．９ １７．５ １５．１ １０．１ ２．７ １．２
近 畿 ７７．５ ７３．５ ６９．０ ６３．１ ４４．１ ３５．４
中 国 ８４．６ ６７．９ ６４．０ ６４．５ ４５．０ ２６．８
四 国 ８５．５ ６８．３ ６２．６ ６７．４ ５５．６ １２．３
九 州 ７０．６ ３９．２ ２６．３ １７．９ ７．２ ２．１
沖 縄 ３０．７ ３２．０ １７．７ ７．３ ３．７ ２．４
国土交通省港湾局・財務省関税局等『全国コンテナ貨物流動調査』各年版より作成。
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貨物量減少 ターミナル稼働率低下 単位当たりコストの上昇 
港湾関連企業の利益率低下 
物量サーヴィスの多様性の縮小 
神戸港の独自性の減少 
このような神戸港の集荷圏の縮小は他の東アジア諸国の港湾整備政策の展開や日本におけるコンテ
ナ港湾の空間的分散政策，特に神戸港に関しては名古屋，大阪，北九州，博多の各港にはさまれた形
での港湾配置，日本国内の輸送コストの相対的な高さとそれへの荷主の対応としての国内輸送の短縮
化，韓国船社，台湾船社，中国船社を中心とした地方港サービスの開始とその充実，他の東アジア諸
国，とりわけ中国の経済成長にともなう貨物輸送需要の絶対的，相対的な大陸移転と海運市場におけ
る日本市場の位置の低下等，多くの要因によってもたらされている。
  低迷の悪循環
取扱いコンテナ貨物量が減少するあるいは横ばいの状況の中で現在，神戸港は次のような悪循環に
陥っている（図２）。すなわち，貨物量の減少がターミナルの稼働率を低下させる。稼働率が低下す
るとコンテナ１本当たりの港湾関連コストが上昇する。このコスト上昇分をそのままターミナルでの
貨物取扱い料金に上乗せすると価格面での神戸港の競争力はその分，低下することになり，貨物量が
さらに減少することになる。また料金に上乗せせずに港湾関連業者がコスト上昇分を負担すると，当
該業者の利益がそれだけ少なくなる。利益減少への対応として当該業者による提供サービスの見直
し，すなわち，利益率が相対的に低い物流サービスの切り捨てが始まる。たとえば取扱いが不定期か
つ頻度があまり高くない貨物や，取扱量が少ない貨物等は，定期的に大量に取り扱える貨物と比較す
ると収益の安定性において劣るため，切り捨てられる可能性が高い。しかし取り扱い貨物の選別と優
先順位の低い貨物の切り捨てが進むことによって神戸港全体での提供サービスのメニューが縮小し，
取り扱い貨物の多様性という神戸港の特徴が薄れる。その結果としてさらに集荷力が低下し，取扱い
貨物量の減少につながる。図式化するならば，このような悪循環によって神戸港の独自性が徐々に失
われつつあるのが現状である。
図２ 悪循環のメカニズム
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２．神戸港低迷の構造的問題点
  神戸港低迷の外部要因
ところで第１節で見た神戸港低迷の構図は，神戸港の物流業界および港湾管理者のコンテナ化とい
う技術革新への対応のあり方によってもたらされた面がある。周知のようにコンテナ化という技術革
新は次の２つの現象をもたらした。１つは物流全体の中での港湾の位置づけの低下であり，もう１つ
は船社の対荷主交渉力の低下である。そこで港湾物流市場と海運市場の構造変化を整理しておこう。
１）港湾物流市場の構造変化
コンテナ化という技術革新が港湾物流市場に与えたインパクトとは，一言するならば，港湾物流市
場の特殊性の低下とそれによる港湾という空間の内陸に対する独自性の希薄化である。
かつて在来荷役が一般的であった時代は，港湾は陸上輸送手段と海上輸送手段という異なる輸送手
段をつなぐとともに，それにともなう荷役や保管，仕分けや梱包あるいは流通加工等の作業が展開す
る空間であった。そしてこれらの作業はそれぞれに熟練した労働者が担ってきた。同時にこれらの作
業は，かつては多数の労働者を必要とした。したがって海運と陸運をつなぐ港湾物流サービスを提供
するためには多種多様な熟練労働者を大量に組織化することが必要不可欠であった。
ところがコンテナ化の進展は港湾という空間における港湾物流市場のあり方と産業集積のあり方を
劇的に変えるものであった。変化の１つは港湾における作業の機械化とそれにもとづく作業内容の単
純化・標準化であり，もう１つはそのことによって港湾物流市場への新規参入が容易になったこと，
あるいは港湾物流サービスに対する代替サービスが港湾以外の空間でも容易に提供できるようになっ
たことである。
まず作業の機械化とそれにもとづく作業内容の単純化・標準化は従来の港湾物流サービスの提供に
おいて必要とされた熟練労働者の存在意義を相対的に低下させている。しかも機械化の進展は，当然
のことながら，省力化につながる。このことは港湾物流市場における大量の労働力の必要性という特
徴を喪失させるものであった。加えて，コンテナ物流の仕組みは Door to Doorが基本である。そうし
た中，現在，コンテナ貨物の多くが港湾を素通りしており，港湾に上記のさまざまな作業が存在しな
ければならないという必然性がなくなっている。これらのことから港湾物流サービスの提供を特徴づ
けてきた大量かつ多種多様な熟練労働者の組織化の必要性は大きく後退しているのである。そして同
時に港湾という空間が内陸に対して持つ独自性も低下した。このことは従来，港湾周辺で行われてき
たさまざまな作業，たとえばコンテナ貨物のバンニングやデバンニング，混載，仕分け，流通加工，
通関等が内陸地区に移転していることからも明らかである。
さらにコンテナ化による港湾物流の機械化および作業の標準化は港湾ごとの港湾物流の個性の減少
という状況を作りだしている。このことが実質的に港湾物流市場への新規参入障壁を低くしている。
このような変化は全ての港湾に同じ影響をもたらしたわけではない。このことは当然のことなが
ら，伝統的な大規模港湾には大きな変革を迫る効果を持つものであった。なぜならば，伝統的な大規
模港湾は多種多様な貨物を含めた大量貨物を取り扱っており，したがって従来の港湾独自の仕組みや
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産業集積を持つ港であるからである。
一方，後発の地方港には国際貿易港として新規参入する障壁が低くなったことを意味した。という
のも，すでに述べてきたように，貨物がいったんコンテナという容器に入れられると，基本的に港湾
での作業は船積み，船卸しといった荷役作業のみとなり，しかもその作業が機械化されているため，
必要な施設を整備すれば容易にコンテナ港として，したがって国際貿易港として機能しえるからであ
る。
このようにコンテナ化という技術革新は港湾物流市場における提供サービスを単純化・省力化する
ことを通して，港湾物流市場の特殊性，したがって伝統的な大規模港湾の競争優位の源泉を大きく縮
小させたのである。
２）海運市場の構造変化
港湾の特殊性が減少する中で，港湾を含めた物流全体のシステム構築に関して主導権を握りつつあ
るのは「海」側＝船社なのか，「陸」側＝荷主なのか，次にこの点について海運市場の構造変化を見
ることによって検討してみよう。
神戸港をはじめとする日本の主要港にかかわる海運市場の構造変化を特徴づけるものは，①船社の
対荷主交渉力の低下と荷主の物流ニーズの高度化，②海運市場における日本の位置づけの低下，であ
る。
コンテナ化は海運に関しても，その技術・ノウハウの単純化とそれによる作業の単純化を進めるも
のとなった。その結果，船社は，海運に限定すれば，単なる「運び屋」という位置づけになってい
る。実際，本稿では説明の都合上，海運と港湾物流という形でわけているが，船社ターミナルの存在
からもわかるように，船社側から見るならば，海運－港湾物流は一体のサービスとして荷主に提示さ
れてきた。したがって港湾の特殊性の減少という事態は海運の特殊性の減少と連動することになっ
た。そしてこのことは新規参入の容易化と顧客に対する交渉力の低下をもたらした。前者について
は，周知のように，１９８０年代後半以降の盟外船社の新規参入と海運同盟の形骸化という状況につな
がっている。この点は直接に海運市場における需給バランスに影響を与えており，基本的に海運サー
ビスの供給過剰状態，したがって船社に対荷主交渉力の低下に帰結している。後者については，前述
した点を前提として，荷主の物流ニーズの高度化とそれによる物流システム構築の主導権の荷主移転
が背景にある。サプライ・チェイン・マネジメント，さらにはディマンド・チェイン・マネジメント
等の仕組みが一般化しつつあるが，この動きは荷主の生産・販売体制が複数の企業にまたがって構築
されていることを意味している。そしてこの複数組織間関係にもとづく体制は，国境を越えた形で展
開しているケースが多い。したがって従来，１工場内で行われてきた物流が複数の組織にまたがった
形で行われるとともに，それが国境を跨いでもいるのである。現在，生産工程は細分化が進んでお
り，荷主企業はそれら細分化された生産工程を国境にとらわれずに最適地に配置しつつある。と同時
に従来，自社工場内にあった生産工程を他社にまかせるアウトソーシングが普通になっている。いわ
ば細分化された生産工程あるいはバリュー・チェインを国境や組織の境界を越えて最も適切に組み合
わせることがその企業の競争力を大きく規定するようになっているのである。このことは，当然のこ
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とながら，荷主企業の物流ニーズの高度化をもたらすとともに，自社の物流システム構築についての
基本的あるいは核心的な情報を荷主企業側が熟知しているケースを今まで以上に増加させている。そ
して海運を含めた物流システム構築の主導権を荷主が持つことを常態化している。
船社主導での物流から荷主主導での物流への転換は，港湾のあり方および港湾間競争にも大きなイ
ンパクトを与えた。１つは荷主が港湾を単なる通過点としてしか見ないとともに，その通過点におい
てどれだけ効率的な通過が行われているのかという点に関心が高まったということである。上述の工
場内物流の国際物流化あるいは国境を越えた組織間物流化という動きを見ればわかるように，港湾は
荷主にとって外部にあるが，荷主のサプライ・チェインあるいはディマンド・チェインを支える空間
の一部になっているからである。またこのことによって港湾選択の主導権は，従来の船社中心のもの
から荷主中心のものへと変化している。
一方，海運市場における日本の位置の低下によって船社にとって日本市場が魅力のないものになっ
ている。特に近隣の中国市場の急激な拡大は日本市場の魅力低下に拍車をかけている。このことは船
社にとって日本の主要港に寄港するあるいはそこでコンテナ・ターミナルを維持するという必然性を
大きく低下させている。その結果，船社が日本の主要港を中心とした効率的な物流システムを構築す
るインセンティブを低下させている面がある。さらに言うならば船社の営業活動そのものもかつてと
比べると弱くなっているケースもある。この点はコンテナ貨物量が減少あるいは横ばい状態の神戸港
においてとりわけ顕著である。また商社を含めた荷主企業の本社機能が関西から消失し，東京に集中
する中で，船社の対荷主営業の中心は，当然のことながら，東京一極集中にならざるをえない。この
ことは同時に東京以外での船社による営業活動の大幅な後退を招いており，関東以外の主要港の集荷
力の低下につながっている。
上記のように，海運市場の構造変化によって船社主導での物流システム構築から荷主主導のそれへ
の転換が進んでいる。そしてこのことが日本の主要港，とりわけ貨物量が減少・横ばい状態にある神
戸港においてより明確に表れているのが現状である。
  神戸港低迷の内部要因
港湾物流市場と海運市場における構造変化という日本の主要港にとっての一般的な外部環境変化は
第２節で見た通りである。次にこの外部環境変化への神戸港の対応能力を検討することを通じて，神
戸港低迷の内部要因を分析してみよう。まず最初に神戸港全体の既存の港湾物流の仕組みの特徴を見
ておこう。
１）主要港の港運業（港湾荷役事業）の特殊性
ａ）業務の限定
港湾荷役事業者とは港湾物流の現場作業にその業務を極端に限定された事業者である。同時に現場
作業であるため，もともと労働集約的な作業であり，労働者への依存度が極めて高い部門でもある。
港湾荷役事業者とは現場労働者を集め，それを管理する労務管理担当として機能してきた。すでに別
稿でも論じたように（「港湾労働組合の今日的意義」『コンテナエージ』２００４年２月，No．４３９），とり
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わけコンテナ化の進展にともなう機械化・自動化以前では，港湾荷役作業とは典型的な３K作業であ
り，そこで働く労働者を確保し，またこれら労働者を顧客（後述するように，船社や荷主およびその
元請）ニーズに適う勤務状態に持っていくことが，港湾荷役事業者の仕事であった。そして顧客であ
る船社や荷主に対する営業は元請が行っており，港湾荷役事業者は営業とは切り離された存在であっ
た。これらのことから港湾荷役事業者の仕事は「口入れ稼業」と性格づけることが一般的であった。
この点，後述するように，コンテナ化の進展によって状況は大きく変わりつつあるが，港湾荷役事業
者の中には未だに「口入れ稼業」的発想，すなわち，労務管理のみに専念し，最終顧客である荷主の
ニーズをあまり考える必要がないという考えから抜け出ていない事業者がいることも事実である。
さらに港湾運送事業法や港湾労働法等の法律とそれと相互作用的に形成された業界秩序が，港湾荷
役事業者の「口入れ稼業」的性格を維持・強化してきたことも事実である。たとえば港湾運送事業法
では，先に見たように，事業が８つに分類されている。このうち１～５号の事業の間での参入制限
は，後述するように６大港では，法文上はなくなっているが，現実には分類，とりわけ元請（第１
号）と下請（第２号～５号）という事業に応じた形で業域が区分されている。一般港湾運送事業と
は，法文上の「受渡」という用語にもあるように，船社と荷主の間を取り持つ役割を果たすことがそ
の業務とされており，港運業の顧客としての船社と荷主に対する営業を行う事業と定義付けられる。
それに対して港湾荷役事業は，船舶と沿岸との間の荷役および沿岸での運送・荷役であり，港湾荷役
事業者とは現場作業を担当する事業者であるとされている。結果として，一般港運事業者（＝元請）
が船社，荷主に対する営業を，港湾荷役事業者（＝下請）が現場作業という形の業域区分ができあ
がっている。旧法を含む港湾運送事業法における事業区分は，港湾労働組合が提示しているいわゆる
「職域」とほぼオーバーラップするものである。
また６大港においては港湾労働法が上記港運業の事業範囲に対応する形で港湾労働者を特定してお
り，やはり港湾運送事業の業域を確定する効果を持っている。
ｂ）系列の存在
すでに見たように，港湾荷役事業者は港湾物流の現場作業を担当するものである。それに対して船
社や荷主に対する営業を担当するのが元請である。元請はもともと倉庫会社が一般港湾運送事業者の
免許を取得してなっているケースが多かった。船社と元請である倉庫会社のどちらが主導権を握って
いるかは，船社と倉庫会社との間の力関係によって規定されるため，一概には言えない。下請けであ
る港湾荷役事業者にとって，特定の船社あるいは倉庫会社の系列に入り，これら船社系列の元請港運
あるいは元請である倉庫会社が集荷した貨物を取り扱ってきた。したがって港湾荷役事業者の取引相
手＝顧客とは，直接には元請ということになる。歴史的経緯を簡単に振り返るならば，かつて在来船
荷役が一般的であった時期は，複数の船社の元請となった倉庫会社等のもとに下請として港湾荷役会
社（船内事業者および沿岸事業者）がぶらさがった。この時期では，それぞれの港湾において事情は
異なるとはいえ，概して船社というよりも倉庫会社が元請として大きな影響力を持った。その後，主
要港ではコンテナ化が急速に進む中，いわゆる「若狭裁定」によってコンテナ・ターミナルを専一的
に借り受けることになった船社が主導権を握る形で港運秩序が再編成された。すなわち，前稿津守貴
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之［２００４］「神戸港低迷の内部要因」『コンテナエージ』でも論じた，船社－元請－下請け（港湾荷役
事業者）という多段階の系列の形成である。
そして系列のもとで縦の関係が強化されるとともに，港湾荷役業界という横のつながりが希薄化し
てきた。この点がかつては船内業界や沿岸業界といった形で一枚岩になっていた横のつながりの強固
さとそれにもとづく対外交渉力の強さを掘り崩し，業界ではなく，個々の事業者ごとの個性を，系列
関係にある船社，元請との関係の中で育む背景となっていった。
２）船社によるターミナル運営の変化
コンテナ化の進展とともに日本の港湾荷役業界に大きなインパクトを与えた基底的な要因とは，日
本の海運市場の地位の相対的低下である。周知のように，外航定期船業界は過去２０年間，大きな構造
変化を遂げてきた。それは海運同盟の実質的な形骸化と船社間の競争圧力の強まりとそれに対応した
新たな競争秩序の再編成としてのアライアンスの形成等に代表される変化である。その結果，船社の
寄港地選択，とりわけトランク・ラインのそれは，ポスト・パナマックス型の大型船舶の大量投入と
あいまって，東アジアにおいてアライアンスごとに集約される傾向にある。一方，東アジアにおける
最大のコンテナ貨物需要発生地域は，言うまでもなく，中国である。そして日本の港湾のコンテナ貨
物取扱量は，その東アジアにおけるシェアを大きく低下させつつある。これら２つの要因によって，
東アジアにおける日本の定期船輸送市場の相対的な地位は大幅に低下しており，その結果として日本
の主要港においてメガ・キャリアを中心にターミナルをアライアンスごとあるいは隣接する船社ター
ミナルごとに集約する動きが表面化している。
船社による日本海運市場の相対的な軽視とそれによる船社ターミナルの集約化という事態は，船
社－港湾荷役事業者間の交渉力のあり方に大きな影響を及ぼすとともに，船社系列下での縦割体制の
流動化という状況をもたらした。前者については，港湾荷役作業量が低迷あるいは場合によっては実
質的に減少し，港湾荷役事業者間での競争が激化するという形で港湾荷役サービス市場におけるサー
ビス供給が過剰傾向に陥り，当該市場が買手市場になりやすい状況になっている。同時に船社側は日
本海運市場に対する魅力をあまり感じなくなっているという意味において，やはり港湾荷役サービス
市場における需要が相対的に弱くなっているため，当該市場が買手市場になりやすくなっている。ま
た船社の日本支社・支店も組織存続のためには日本市場におけるコスト圧縮が絶対条件となってい
る。そうしなければ日本発着貨物のスペースを本社から割り振られない可能性があるからである。し
たがって船社側の港湾荷役事業者側に対する交渉力が相対的に強くなる傾向にある。その結果，港湾
荷役事業者間での港湾荷役料金の引き下げ競争が生じやすい環境になっている，と言える。
後者に関しては，アライアンスやターミナルの集約により，船社系列ごとに異なる契約内容とそれ
に応じた作業内容を持つ複数の港湾荷役事業者が，アライアンスごとあるいは集約されたターミナル
ごとに，少なくとも同じターミナルで作業をしなければならない状況をもたらしている。
３）神戸港の既存の仕組みの特徴
神戸港の既存の港湾物流の仕組みの特徴は，①民間＝船社主導型でのターミナルごとの港湾経営，
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②行政＝民間（船社）ニーズに対応した港湾施設整備中心の港湾行政である。
神戸港はかつて在来船時代から定期航路を中心に船社対応型港湾運営の仕組みを持っていた。それ
は船社主導での多段階での分業システム，すなわち，簡略化して描写するならば，船社がターミナル
を借り受けて，それぞれのターミナルごとで船社主導で船社－元請－専業（船内業者，沿岸業者）と
いう縦割システムとなっている。そして各段階を担う企業がそれぞれに業務を特化させ，段階ごとの
効率性を向上させることによってターミナル全体の競争力を高めてきた。この点は他の伝統的な大規
模港湾，例えば横浜港や東京港等でも同様な特徴が見られるが，神戸港はとりわけ多段階性が際立っ
ていた。繰り返しになるが，コンテナ物流の技術的特性は基本は Door to Doorの一貫物流というとこ
ろにある。この点ではコンテナ物流のあり方と多段階にわたる港湾物流サービスの提供体制とは潜在
的にはズレがあった。この潜在的なズレは神戸港が在来船時代からの仕組みを使ってコンテナ貨物の
取扱いを行っていたことによるものである。
ところでコンテナ化が始まった当初は船社によるコンテナ・ターミナル建設ラッシュが見られた。
その背景には各船社が巨額の先行投資によってライバル船社に対する圧倒的な競争優位を確立しよう
としたこと，あるいは逆にコンテナ物流活動への「出遅れ」がライバル船社に対して競争上の不利を
もたらすのではないかという危機感があったことがあげられる。そしてコンテナ・ターミナルがまだ
希少な存在であった１９８０年代，とりわけその前半までは船社による自営ターミナルの建設は既存の大
規模港湾に集中していた。その結果，先発組である神戸港等はコンテナ物流の仕組みを従来からの神
戸港の港湾物流の仕組み，すなわち多段階システムに擦りあわせることによって構築することができ
たし，またそれが，国内外を問わず，後発港から見るならば一つのモデル・ケースとされたのであ
る。
一方，港湾管理者としての神戸市は，上記のような船社のコンテナ物流への対応に対してコンテ
ナ・ターミナル用地の積極的整備，すなわち，埋立て用地の造成・貸付あるいは分譲という形で応え
ていった。当時は港湾用地の迅速な整備が船社のニーズに機敏に対応することと同義であり，海運・
港湾物流の主導権を船社が持っている状況の下では，船社のニーズに的確・迅速に対応することが港
湾行政のあり方としては適切なものであった。
４）旧い仕組みの呪縛
ところが，構造的あるいは潜在的には１９８０年代後半以降，顕在的には１９９５年の阪神・淡路大震災以
降，状況は大きく変わってくる。海運市場と港湾物流市場両方における構造変化の影響によって実質
的に神戸港の集荷圏は徐々に縮小していっていた。たとえば九州・山口は１９８０年代に整備された北九
州，博多という２つのコンテナ港の台頭によって神戸港の集荷圏から離脱していく。また中・四国に
おいても広島港等が１９９０年代前半に整備されることによってこれら地方コンテナ港の直近の後背地の
貨物がしだいに地元地方コンテナ港を利用して神戸港を経由せずに輸出入されるようになっていく。
しかし貨物のコンテナ化が進展する中で日本全体のコンテナ貨物が増加していったため，神戸港のコ
ンテナ貨物取扱量は減少するどころか，逆に増加していた。構造的には集荷圏が縮小しつつあったの
であるが，貨物量全体の増加が大きかったため，絶対的な貨物量は増加しており，構造的な問題を隠
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ぺいしていたのである。これが大震災前の１０年あまりの状況であった。そして大震災が構造的な集荷
圏の縮小を一気に表面化させる契機となった。
そうすると貨物が増えている間は表面化しなかった神戸港の問題が浮上してくることになる。その
１つはコンテナ・ターミナルの整備が，それだけでは他港，他ターミナルに対する競争優位の源泉に
ならないことが明確になったことである。国内外でコンテナ港が急速に整備される中で，施設の有無
による差別化は不可能になっている。さらには神戸港の各ターミナルごとに見るならば，取扱量が減
少しているターミナルはターミナルを自営していること自体がかえって重荷になり，競争力を低下さ
せる要因とみなされるようになってきている。
それと関連して，コンテナ化という技術革新への対応が整備中心にとどまりすぎたという問題も明
確になってきた。コンテナ化という技術革新は，前述した通り，港湾物流市場を標準化し，港湾とい
う空間の独自性を低下させる。このことは前述したように，既存の港湾産業が集積した伝統的港湾の
競争優位の源泉が喪失されることを意味する。コンテナ・ターミナルの整備を迅速に行ったかつての
神戸港の官民両サイドの対応＝神戸市港湾局と船社の対応は，その時点では正しい選択であった。し
かし，そこで形成された先発なるがゆえの一過性の競争優位を維持・強化するためには，他港がコン
テナ施設を整備しない仕組みを作って一過性の競争優位を定着させるか，それが不可能であるのなら
ば，その後のコンテナ化に対応したソフト面での新しい仕組みの構築をはかることが必要であった。
少なくとも港湾管理者としての神戸市は，その後，長く，船社のニーズ，それも施設面でのニーズに
のみ目を向け，行政サイドの港湾経営は矮小化されることになる。特に神戸市当局は，埠頭公社も含
めて，ターミナルを船社に貸し付けてきたため，ターミナル運営に関しては関与する手段が乏しかっ
た。このことも「港湾運営・営業＝船社の役割」，「港湾整備＝神戸市の役割」という一種の分業体制
を固定化する要因となった。その結果，神戸市当局は究極のユーザーである荷主のニーズには鈍感な
「殿様商売」を近年まで続けることになる。
また船社縦割での多段階性のデメリットも顕在化した。具体的には，１つは各段階の専門性はコン
テナ化による作業の標準化によってその必要性を大きく後退させていることである。そして多段階性
ゆえにもともと一貫物流の仕組みとはズレており，トータル物流によるコスト削減と新たな仕組みの
展開が困難であることである。物流の各段階で組織が異なるため，経営資源の相互融通が簡単ではな
く，またそのことによって新しい物流商品を開発する際にも組織間調整の時間がかかる可能性が高く
なる。この点は船社縦割であることがさらに問題を深刻にしてきた（ただし船社のアライアンスの一
般化によって一部では港運事業者間の交流は密になってきており，デメリットは若干縮小しつつあ
る）。
さらには多段階性のデメリットには船社に依存した営業活動の問題も含まれる。この問題は船社に
営業を頼ってはいけないということよりも，荷主と港湾物流サービスが直結していないことによるも
のの方が大きい（もとより神戸港の地位低下によって神戸港の船社や元請の支店の営業力が弱体化す
るという問題がある）。港湾において貨物を取り扱う専業者が荷主と直接のコンタクトをほとんど持
たないことにより，現場作業の技能やあり方と荷主ニーズのマッチングが困難になっている。このこ
とは荷主への営業のあり方を大きく制約している要因となっている。
５５３日本主要港の構造的問題点
－１９１－
神戸港は先発コンテナ港として国内外の港湾からモデル・ケースとして見られていた。しかし現実
にはいったん貨物量が減少するとモデルと見なされていたものは呪縛へと転化している。このことは
地方コンテナ港，その中でも取扱量を伸ばしている港湾と比較してみると一目瞭然である。地方コン
テナ港，とりわけ西日本のそれの多くが，神戸港のあり方を一種の「基準」として成長してきた。こ
こで「基準」とは神戸港と比較した自分たちのセールス・ポイントを明確にするという形で示されて
いる。すなわち，神戸港の仕組みという「基準」からの自由度をアピールするために使われているの
である。それは仕組み的にはコンテナ物流の特性である荷主ニーズを考えた一貫物流へのストレート
な適合である。地方コンテナ港はターゲットとする荷主が少数であること，港湾関連の事業者がほと
んどいないことという本来，不利な条件を逆手にとって，少数荷主の物流ニーズへの的確な対応と陸
運－港運（－海運）一貫物流の仕組みを作ってきた。そしてそれによって神戸港に対する差別化の柱
としてきたのである。
３．内部改革のポイント
今まで見てきたように神戸港に典型的に表われている日本主要港の構造的問題点は，多段階にわた
る港運事業者の存在とそれによるコスト構造の悪さ，最終顧客である荷主と現場作業会社との接点の
少なさからくる荷主対応の鈍さ，船社の営業力の低下による港湾全体の営業力の低下等である。した
がって港湾内部の改革を考える際のポイントは，コスト構造の改善と荷主対応サービスの品質向上・
多様化および港湾全体の営業体制の整備ということになる。
第１のコスト構造の改善については，概念上は２つの対応が考えられる。すなわち，①船内や沿岸
等といったそれぞれの業域ごとでの横の集約化とそれによる作業体制の大規模化と波動性の吸収，②
業域を越えた業務の拡大，たとえば専業者による元請業務への進出等といった縦系列の中での業務統
合とそれによるコスト圧縮およびターミナル運営の効率化である。ただし①の点については事業者の
統廃合という形での集約化はかなり困難であるため，人材（現場作業員）や機材（荷役機械等），資
材（スリング等）の相互融通等を柱とした複数事業者間での連携が現実的である。また②の点につい
ては元請（ターミナル会社を含む）のコスト削減対策に対応した形で，現場作業を熟知している専業
者からの提案として進めることは充分可能である。
第２の荷主対応サーヴィスの品質向上・多様化については第１の点の中の②と関連する形で，専業
者が持つ現場作業の技術・技能をもとにしたきめ細かな荷主対応の現場作業の改善を行う。この点に
ついては最終顧客である荷主と港運の現場作業の担当者である専業者との間での直接的なコンタクト
が必要不可欠であり，当面，インターネット等を利用した形でのコンタクトが有効である。この中か
ら専業者の技術・技能を基礎とした提案物流の可能性が出てくる。
第３の営業体制の整備については船社の営業力の低下をカヴァーし，より効果的な営業体制を構築
するためには，元請や海貨業者が専業者と協力して提案物流の効果的な荷主アピール体制を整備する
必要がある。とりわけ第１のコスト削減，第２のサービス向上という内部改革の成果を正確に荷主に
伝える仕組みが必要とされる。
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